
　 　

１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

代表取締役社長 谷口　友英
令和9年

定時株主総会 常勤・公募

代表取締役専務 生澤　克彦
令和9年

定時株主総会 常勤

取締役運輸部長 白根　　 忠
令和9年

定時株主総会 常勤

取 締 役 浅井　敏彦
令和9年

定時株主総会

取 締 役 上村　正美
令和9年

定時株主総会

取 締 役 奥野　雅弘
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 長内　繁樹
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 梶谷　知志
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 塩山 　　等
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 髙浦　仁史
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 原田　　 大
令和9年

定時株主総会

千円 取 締 役 福谷　博善
令和9年

定時株主総会

取 締 役 丸山　直子
令和9年

定時株主総会

監 査 役 梅澤　吉孝
令和11年

定時株主総会

２．役職員の状況 （単位：人） 監 査 役 伊藤　さおり
令和10年

定時株主総会

　 監 査 役 山本　崇晶
令和10年

定時株主総会

　 府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

3 1 1 2 0 3 1

13 1 0 1 0 13 1 役員の定数・任期・選任方法

18 0 0 21 定数 取締役 15 名以内

7 4 3 4 3 6 4 監査役 4 名以内

222 0 0 213 任期 取締役 2 年

14 9 0 9 1 14 9 監査役 4 年

261 13 3 13 4 254 13 選任方法

0 0 0 3

234 人）の

プロパー職員

その他

常勤職員計

一
般
職

プロパー職員（

年間給与手当支給額平均  歳6,406 41.1千円 平均年齢

取締役及び監査役は、株主総会の
議決により、選任する

【各年度７月１日時点】

令和５年度 令和６年度

府OB

給与に関する状況（令和６年度）

1

0

3 1

2

16

0

215

257

7

常勤以外の職員

常勤役員

設立目的
府下において放射状に広がる既存鉄道並びに府事業等にかかる各種の拠点をモノレール
により有機的に結合し、府域における衛星都市間の交通利便性の向上と都市圏の調和の
とれた発展に寄与する。

備考

南海電気鉄道（株）

資本金総額 14,538,000  

19

2

0

プロパー職員職
員

管
理
職

吹田市会計管理者
（弁）色川法律事務所
パートナー弁護士

役
員 13 0

令和７年度

非常勤役員

65.1%9,463,000

Ｈ Ｐ ア ド レ ス https://www.osaka-monorail.co.jp

26.5%

阪急電鉄(株)

南海電気鉄道(株)取締役 専務執行役員
鉄道事業本部長

大阪瓦斯(株)常務執行役員

京阪ホールディングス(株)

388,400

阪神電気鉄道（株）常務取締役
都市交通事業本部長

所 在 地

大阪モノレール株式会社

【令和７年７月１日現在】

代 表 者 名 代表取締役社長　　谷口　友英 設立年月日

吹田市千里万博公園１－８

電 話 番 号 ０６（６３１９）９９６１ 法人所管課 都市整備部交通戦略室鉄道推進課

昭和５５年１２月１５日

豊中市長

阪急電鉄(株)専務取締役　都市交通事業・沿線まちづくり推進部・え

きまち事業部・海外プロジェクトチーム・不動産事業・経営企画部（大

阪梅田2030プロジェクト）担当

大阪府都市整備部技監

北大阪急行電鉄(株)代表取締役社長

現職名

大阪府都市整備部理事

（元大阪府都市整備部長）

関西電力(株)  理事　ソリューション本部副本部長
営業部門統括(法人営業担当)

0

その他

主　な
出資団体

（出資割合）

大阪府

443,400 3.0%

近畿日本鉄道(株)執行役員
鉄道本部大阪統括部長

その他の団体 3,854,800

2.7% 京阪電気鉄道(株)専務取締役

388,400 2.7%



３．主要事業の概要　

（単位：千円）

①

②

③

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【事業計画及び事業実績】

貸室の増加による

店舗等の拡張による

①軌道事業

②ビル事業

③賃貸事業 コンビニ等の駅ナカ及び
駅下駐輪場等の賃貸事業

大阪モノレール株式会社

【事業規模（営業収益）】

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
備　　考

実績
事　　業　　名

旅客運輸事業の経営
全事業合計に占める割合 96.1% 96.1% 96.1% 96.3% 96.2%

実績 当初予算 実績 当初予算

軌道事業 9,512,965 10,366,387 10,474,000 10,823,668 10,899,000

大阪モノレール千里中央ビルの賃貸
全事業合計に占める割合 2.8% 2.6% 2.5% 2.4% 2.4%

ビル事業 278,026 277,018 277,000 274,857 277,000

コンビニ等の駅ナカ及び駅下駐輪場等の賃貸事業
全事業合計に占める割合 1.1% 1.4% 1.4% 1.3% 1.3%

賃貸事業 108,360 147,857 149,000 146,218 149,000

備　考

全事業合計 9,899,351 10,791,262 10,900,000 11,244,743 11,325,000

事　項
事　業　量　

令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画
事　業　名

136,783人/日

4,720㎡

大阪空港～門真市
万博記念公園～彩都西

大阪モノレール千里中央ビルの賃貸

132,197人/日

4,686㎡

駅ナカ事業　1,221㎡
駅下駐輪場　2,631㎡

135,919人/日

4,686㎡

1,310㎡
2,631㎡

1,325㎡
2,631㎡



４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和７年度
実績 実績 当初予算 実績 当初予算

62,431 52,886 0 10,567 0
48,880 0 0 0 0

13,551 0 0 0 0

0 5,664 0 0 0

0 47,222 0 10,567 0

1,979,108 3,127,206 2,321,101 4,557,510 3,245,559
（随契） 232,222 654,341 395,325 429,122 422,422

（随契） 1,746,886 2,472,865 1,925,776 4,128,388 2,823,137

0 0 0 0 0
44,162 38,600 52,736 46,563 62,768

（負担金） 28,871 22,336 35,226 30,848 45,168

（負担金） 15,291 16,264 17,510 15,715 17,600

2,085,701 3,218,692 2,373,837 4,614,640 3,308,327

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 0 0 　
0 0 0 　

区　　分
令和６年度

補助金、委託料等の内容

大阪モノレール株式会社

（
内
訳

）

可動式ホーム柵整備事業費補助金　 可動式ホーム柵整備に係る補助金

大阪府都市緑化を活用した猛暑対策事業補助金 涼霧システム設置工事に係る補助金

補　助　金 　

MaaS促進事業費補助金 自動改札機に係る補助金

大阪府特別高圧電力契約者等支援金 特別高圧電力に係る補助金

委　託　料
（
内
訳

）

大阪モノレール予防保全対策工事委託 鋼軌道桁等塗装塗替、橋梁点検、エレベーター更新等

大阪モノレール延伸事業にかかる設計・工事等委託 車両基地建設工事、PC軌道桁製作・架設工事

貸　付　金 　

その他（分担金・負担金・出捐金等）

府借入金残高（期末）

合　　　　　計

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

（
内
訳

）

インフラ維持修繕負担金 支柱、軌道桁等のインフラ部の点検および補修業務

大阪モノレール連絡通路清掃・管理業務委託 モノレールの駅に連絡する通路及び昇降設備の清掃や点検整備などの管理業務

区　　分



　 大阪モノレール株式会社

５．財務状況 (単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価
48,893,417 49,738,049 51,448,347 1,710,298
7,888,194 8,926,211 9,820,205 893,994

現金預金 4,548,958 5,229,148 6,246,519 1,017,371
未収金 1,864,555 2,123,232 1,911,154 △ 212,078
その他流動資産 1,474,678 1,573,828 1,662,530 88,702

41,005,222 40,811,838 41,628,142 816,304
有形固定資産 37,580,297 37,371,057 37,737,498 366,441
無形固定資産 694,918 662,988 625,873 △ 37,115
その他固定資産 2,730,004 2,777,790 3,264,768 486,978

23,411,656 22,203,370 22,069,855 △ 133,515
7,278,919 7,217,879 7,105,616 △ 112,263

短期借入金 2,588,076 2,611,436 2,770,536 159,100
未払金 3,446,238 3,248,503 3,115,283 △ 133,220
その他流動負債 1,244,603 1,357,937 1,219,794 △ 138,143

16,132,737 14,985,490 14,964,239 △ 21,251
長期借入金 15,898,506 14,747,070 14,726,534 △ 20,536
各種引当金 0 0 0 0
その他固定負債 234,231 238,420 237,704 △ 716

25,481,760 27,534,679 29,378,492 1,843,813
14,538,000 14,538,000 14,538,000 0
10,951,429 13,000,015 14,840,738 1,840,723

△ 7,668 △ 3,335 △ 246 3,089

9,899,351 10,791,262 11,244,744 453,482

7,028,741 6,989,216 7,622,036 632,820

752,265 810,458 886,411 75,953

2,118,345 2,991,588 2,736,296 △ 255,292

92,154 36,278 40,744 4,466

280,098 199,369 209,691 10,322

1,930,402 2,828,497 2,567,349 △ 261,148

283,322 115,474 72,589 △ 42,885

241,770 14,924 10,000 △ 4,924

610,441 880,462 789,216 △ 91,246

1,361,512 2,048,585 1,840,722 △ 207,863

5,242,176 7,290,762 9,131,485 1,840,723

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

営業外費用

経常利益（損失）
特別利益

特別損失

法人税等

当期利益（損失）

（売上高）
売上高の増加は、沿線人口の増加やバス路線再編、沿線
での大型イベント及び自社イベントの開催等による旅客運
輸収入の増（420百万円）が主な要因である。

（売上原価）
売上原価の増加は、退職給付年金資産の運用損の計上
や修繕費の増加等による運送費の増（620百万円）が主な
要因である。

（特別利益）
特別利益は、国庫補助金等収入（地域公共交通確保維持
改善事業費補助金等60百万円、特別高圧電力契約者等
支援金10百万円等）によるものである。

（特別損失）
特別損失は、固定資産圧縮損（収入管理システム及び自
動改札機用タッチ決済用端末10百万円）によるものであ
る。繰越利益剰余金

損
益
計
算
書

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益（損失）
営業外収益

（現金預金）
現金預金の増加は、事業運営に伴う営業活動
による増（3,999百万円）、新造車両2編成や光
ファイバーケーブル等の償却資産を取得したこ
となどの投資活動による減（3,124百万円）、及
び設備資金の借入に伴う財務活動による増
（141百万円）によるものである。

（有形固定資産）
有形固定資産の増加は、新造車両2編成等の
取得による増（2,590百万円）、保有固定資産
の減価償却による減（2,211百万円）が主な要
因である。

（その他固定資産）
その他固定資産の増加は、（仮称）瓜生堂車
両基地整備工事（369百万円）、光ファイバー
ケーブル新設工事（117百万円）及び大阪モノ
レールPC軌道桁製作・架設工事（104百万円）
に伴う建設仮勘定の増が主な要因である。

　

貸
借
対
照
表

資産合計
流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債

資本合計
資本金

評価・換算差額等
剰余金



大阪モノレール株式会社

(単位：千円）　

保有総額＜令和6年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

33,219 29,045 32,451 3,406

1,777,751 1,858,135 1,924,452 66,317

128,058 △ 73,617 198,909 272,526

2,169,543 2,196,696 2,307,702 111,006

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

人件費／売上高 19.6% 16.8% 19.2% 2.4%pt

販売費及び一般管理費／売上高　 7.6% 7.5% 7.9% 0.4%pt

当期利益／総資産 2.8% 4.1% 3.6% -0.5%pt

総資産／（売上高／12）（月） 59.27 55.31 54.90 -0.41

経常利益／売上高 19.5% 26.2% 22.8% -3.4%pt

流動資産／流動負債　 108.4% 123.7% 138.2% 14.5%pt

借入金残高／総資産　 37.8% 34.9% 34.0% -0.9%pt

売上高経常利益率

借入金比率

（流動比率）
流動比率の増加は、現金預金の増（1,017百万
円）に伴う流動資産の増が主な要因である。

人件費比率

販売管理費比率

総資産当期利益率

流動比率

0

主な経常費用

役員人件費

職員人件費

総資産回転期間

（役員人件費・職員人件費・退職給付費用）
大阪府人事委員会勧告に基づく給与表改定によるベースアップおよび期末
手当・勤勉手当引上げ（計0.1ヵ月分）、また、定期昇給による増が主な要因で
ある。
（退職給付費用）
退職給付費用の増加については、退職給付に充てるために積み立てている
年金資産の運用益が令和5年度は127百万円であったのに対し、令和6年度
は△79百万円に減少したことが主な要因である。

主要経営指標

退職給付費用

減価償却費

仕組債の保有状況
保有総額（Ａ）＜令和7年3月31日時点＞ 時価評価額（Ｂ）＜令和7年3月31日時点＞

0



Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 R５実績値 R６目標値

R６実績値
（※１）

ウエイト
得点

（※２）
小計

（※３）

10 10
設備故障等自社責任による20分以上の
遅延発生回数

回 3 3 0

④ サービスの向上

⑤ 外出機会の創出

③ 安定輸送の確保

※２　目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

※３　小計の【　　】は得点率。

107

※１　網掛けは目標達成項目。

46 50 20 20

109 112 10 10⑥-2 収益性の確保
売上高（軌道業営業収益＋兼業事業営業
収益）

億円

10 10

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

⑥-1 財務の健全化
ＥＢＩＴＤＡ（営業損益＋減価償却費＋固定
資産除却費＋長期前払費用）

億円 53

プロモーションの実施項目数 項目 4 4

40/40

【100％】

30/30

【100％】

サービス介助士資格の取得 人

4

両 - 1 1

26 10 1025 26

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

② 安全投資

新型車両への更新 編成 - 2 2 5 5

5工作車の更新 5

大阪モノレール株式会社

６．R６年度　経営目標の達成状況

戦略目標 成果測定指標

① 安全・安定輸送の確保 事故・重大インシデント「ゼロ」 件 0 0 0 30 30
30/30

【100％】



点数（合計）

100

７．法人による評価結果

法人の総合的評価結果

　沿線人口が増加傾向にあることなどに加え、当社においても自社イベントの開催など積極的に収益向上施策を展開した結果、輸送人員は開業以来過去最高となり、「EBITDA」及び「売上高」の目
標達成につながった。
　安全投資では、「新型車両への更新」や「工作車の更新」等を計画通り行い、安全教育・訓練では、非常時合同訓練やテロ対応訓練、情報伝達訓練、過去事例に基づくディスカッション研修など実践
的な訓練・教育を実施し、「事故・重大インシデント『ゼロ』」及び「設備故障等自社責任による20分以上の遅延発生回数」の目標達成につなげた。
　サービス面では、目標通り26人の「サービス介助士資格の取得」を達成し、全駅係員の資格取得が完了した。
　また、外出機会の創出（「プロモーションの実施項目数」）では、「EXPO TRAIN 2025 大阪モノレール号」を活用した観光（イベント）列車の運行や、沿線の企業・学校・自治体との連携によるイベント、
万博記念公園駅構内での音楽フェス＆マルシェの開催、デジタルチケットによる企画乗車券の発売に取り組んだ。
　そのほか、日本万国博覧会記念公園において、国内最大級の屋外鉄道イベント「万博鉄道まつり 2024 with 観光EXPO」を大阪府・吹田市とともに当社主催で開催し、過去最高の社・団体に出展い
ただくともに約98,000人にご来場いただくなど、大盛況に導いた。
　この結果、Ⅰ最重点目標「事故・重大インシデント「ゼロ」」、Ⅱ設立目的と事業内容の適合性に関わる目標、Ⅲ健全性・採算性、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上に関わる目標をす
べて達成した。
　今後とも、中期経営計画に基づき、全体の収支改善を図りつつ、目標達成に向け、努めていく。



８．府の審査・評価の結果

点数（合計） 役員業績評価

100 A

  

《参考》９．「令和７年度大阪府行政経営の取組み」における方向性（令和７年２月）   

　 大阪モノレール株式会社

審査の結果 経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

○存続
・「安全・安定輸送の確保」を第一に、安定した需要確保、経営基盤の強化に努める
・令和15年の延伸区間開業に向け、府と緊密に連携して事業を進める

○最重点目標について
　R６年度の最重点目標である「事故・重大インシデント『ゼ
ロ』」を達成し、鉄道事業者として最大の使命である安全・安
定輸送を確保することができた。

○設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、CS）につ
いて
　「設備故障等自社責任による20分以上の遅延発生回数」の
R６年度実績は０回であり、年３回以下とする目標を達成。
　「新型車両への更新」「工作車の更新」については、計画ど
おり安全投資を実施し、目標を達成。
　また、「サービス介助士資格の取得」「プロモーションの実施
項目数」についても目標を達成。

○健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活
用・自立性の向上（効率性）について
　「EBITDA」「売上高」については、積極的な施策の展開等に
より、目標を達成。

今後とも、中期経営計画に基づき、全体の収支改善を図りつ
つ、目標達成に向け、努められたい。

（評価）
・最重点目標である「事故・重大インシデント『ゼロ』」をはじめ、すべての目標を達成してお
り、鉄道事業者として最大の使命である安全・安定輸送を確保できている点は評価でき
る。

（指導・助言）
・引き続き、設備の最新化などの安全投資を確実に進め、故障リスクの軽減を図るなど、
安全・安定輸送の確保に努めること。
・令和７年度からの新たな中期経営計画に基づき、南伸事業にかかる設備投資を行うとと
もに、南伸開業後の中長期的にめざす姿を見据え、増収策の実施など全体の収支改善に
より、法人経営の安定化を図ること。
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ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

《参考》１０．経営目標設定の考え方

○府域における都市周辺部の交通利便性の

確保・向上と都市圏の調和のとれた発展

に寄与する

・持続可能な交通機能の確保

・質の高い運輸サービスの効率的な提供

■ 大阪府の施策

・都市内交通の円滑化

４ 法人経営の安定化

南伸開業後の中長期的にめざす姿を見据えなが

ら、増収策の実施と経費節減に努め、経営の安定

化を図る。

① 安全・安定輸送の確保

・事故・重大インシデント「ゼロ」
【0回(R6実績)→0回(R11)】

・設備故障等自社責任による20分以上の遅延発生数
【0回(R6実績)→3回(R11)】

② 安全投資

・新型車両への更新
【2編成(R6実績)→1編成(R11累計)】

・分岐器制御盤の更新

【0台(R6実績)→3台(R11累計)】

⑤ 収益性の確保、財務の健全化

・売上高
【112億円(R6実績)→112億円(R11)】

・EBITDA
【50億円(R6実績)→45億円(R11)】

④ 外出機会の創出

・プロモーション(イベントや企画乗車券等)の実施項目数
【4項目(R6実績)→５項目(R11)】

③ サービスの向上

・接客サービスマナー検定(２級)の資格取得
【なし(R6実績)→毎年度5名程度(R11)】

１ 質の高い「軌道事業」

（１）安全と安心の徹底

設備の最新化などの安全投資を確実に進め、

故障リスクの軽減を図り、安全・安定輸送を確

保する。

事故・重大インシデント「ゼロ」をめざす。

（２）交通サービスの向上

駅設備の充実などにより、高齢者、障がい者、

外国人等を含めたすべての利用者が、安全にス

トレスなく外出を楽しめるように交通サービス

を強化する。

（３）南伸事業の推進

2033年度の開業に向けて、大阪府と密接に

連携して、着実に事業を推進する。

２ 暮らし豊かな「駅まち事業」

駅を地域の玄関口として捉え、まちとの一体性

を重視し、ハードとソフトの両面から、改良や整

備、新サービスを推進し、沿線価値の向上を図る。

大阪モノレールの「顔」となる多様なイベント

の開催などにより、外出機会を創出し、沿線のに

ぎわいづくりを行うとともに、快適にご利用いた

だけるよう駅設備を充実する。

３ 次代に向けた「組織強化」

社員のモチベーション向上を図り、働きがいの

ある成長する会社へ変わるよう「人への投資」を

行うとともに、利用者や地域の方々とその時々の

社会課題の解決に取り組む。
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《参考》１１．R７年度　目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値 R７目標値
ウエイト
（R７）

中期経営計画
最終年度

目標値（R11）

① 安全・安定輸送の確保 事故・重大インシデント「ゼロ」 件 0 0 0 30 0

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意） 戦略目標達成のための活動事項

最重点とする理由、
経営上の位置付け

大阪モノレールは、「安全な鉄道」として、お客さまから信頼される公共交通機関をめざすことが使命であることから、事故・重大
インシデント「ゼロ」を最重点目標とした。

※事故：軌道事故等報告規則第一条第一項に定められた事象をいい、運転事故等報告書（第一号様式）により近畿運輸局へ報
告したもの
※重大インシデント：
　軌道事故等報告規則第二条に定められた事象のうち、運輸安全委員会設置法施行規則第二条に掲げた事項
　（運輸安全委員会の調査対象となるもの）

１．計画的な安全投資の実施
　①最新設備への更新投資
　・新型車両への更新　　　　　　１編成更新（7月）
　・分岐器制御盤の更新　　　　 1台更新（2月）
　・電気室の更新　　　　　　　　  １室更新（3月）
　・継電連動装置の更新　　　　 万博記念公園駅、南茨木駅（3月）
　
　②施設の更新・改良
　・光ケーブルの敷設　　　　　　 南茨木～南摂津間（3月）
　・車両部品落下防止対策　　　５編成更新（２月）

２．実践的な安全教育・訓練
   ①社員一人ひとりの対応力強化
　　　大規模災害・事故、テロ発生時などにおけるお客さま救出（避難誘導）等の社員一人
ひとりの対応力強化を図るため、大阪府・消防・警察などと合同で、非常時合同訓練（10
月）、テロ対応訓練（1月）を実施する。
　　　R7年度も、引き続き上記訓練を実施し、社員一人ひとりの対応力をさらに強化する。

   ②組織の情報連携強化・地震発生時の対応力強化
　　  大規模災害発生時における業務運営上の対応可能者把握のための社員の安否確
認をはじめ、大規模災害・事故、テロ発生時などに於ける情報連携を強化するため、津波
防災の日訓練（11月）、非常時合同訓練（10月）、テロ対応訓練（1月）を実施する。
　　　さらに、情報伝達訓練（対策本部運営訓練）（12月）を実施し、被災度推定システム
の運用確認を行う。
　
   ③過去事例に基づくディスカッション研修
　　　事故、トラブルの未然防止を図るため、社内外で発生した過去事例を題材に、社員
の安全行動・思考強化を狙った社内研修を実施する。
　
　 ④委託会社等との連携強化
　　  点検や工事におけるトラブルの未然防止および再発防止を図るため、工事請負者と
合同で技術部施工計画検討会を工事発注の都度実施する。

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

１．計画的な安全投資の実施
　・故障リスクの軽減を図り、安全・安定輸送を確保するため、計画的に老朽化した設備の更新を実施する。

２．実践的な安全教育・訓練
　・R6年度は、非常時合同訓練、テロ対応訓練、情報伝達訓練及び過去事例に基づくディスカッション研修など、実践的な訓練・
教育を行うとともに、対策本部運営訓練等を実施し、地震発生時の対応力の強化を図った。
　・R7年度も、引き続き上記訓練・教育を実施し、社員一人ひとりの対応力をさらに強化する。

活動方針

１．計画的な安全投資の実施
　 ①最新設備への更新投資
　 ②施設の更新・改良

２．実践的な安全教育・訓練
　 ①社員一人ひとりの対応力強化
　 ②組織の情報連携強化・地震発生時の対応力強化
　 ③過去事例に基づくディスカッション研修
　 ④委託会社等との連携強化
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※ （　　)は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

⑤ 収益性の確保、財務の健全化

③ サービスの向上

④ 外出機会の創出

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、　コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

売上高（軌道業営業収益＋兼業事業営業収益） 億円 107 112

48

プロモーション(イベントや企画乗車券等)の実施項
目数

項目 4 4 5 10

接客サービスマナー検定（２級）の資格取得

・R7年度に下記5項目のプロモーションを実施する。
　・万博鉄道まつりの開催
　・イベント列車の運行
　・沿線企業・学校・自治体との連携したイベントの開催
　・音楽＆マルシェの開催
　・関西MaaS等を活用した企画乗車券の発売

 ・安全・安定輸送を図るため、設備投資や修繕などを確実に実施すると
ともに、交通サービス投資においても、財務の健全性を考慮しつつ、実
施時期を見直しながら進める。

112 10

分岐器制御盤の更新 台 1

① 安全・安定輸送の確保

安全投資②

2 1 5 累計1新型車両への更新 編成 -

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値 R７目標値
ウエイト
（R７）

中期経営計画
最終年度

目標値（R11）
戦略目標達成のための活動事項

設備故障等自社責任による20分以上の遅延発生
数

回 3 0 3 10 3

 ・未然防止策はもとより、事後対応力強化のため実践的な教育訓練を
実施する。
 ・大阪府・消防・警察と連携した非常時合同訓練、テロ対応訓練
 ・情報伝達訓練（対策本部運営訓練）
 ・輸送障害により不通区間が発生した場合の折り返し運転訓練

 ・新型コロナウイルス感染症の影響により、中期経営計画（R2-R6）に
おける見込値よりも売上高が減少することから、R3年度に新型車両更
新計画などの投資計画時期の見直しを行った。
 ・この計画に基づき、R7年度に1編成を更新する。

＜見直し後の計画＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：編成）

4 10
毎年度
5名程度

 ・R7年度は駅助役業務を担うプロパー社員4名の資格取得をめざす。
＜参考＞
接客サービスマナー検定とは、「特定非営利活動法人日本サービスマ
ナー協会」が主催し、ワンランク上の上質な接客サービスが求められる
分野での人材の育成を目的とした民間資格である。

（0）

（0） 1 5 累計3
・安全を最優先に確実な工程管理を行い、R7年度に1台（万博車両基地
分岐器制御盤）の更新を完了する。

 ・計画的な安全投資の実施（再掲）
 ・実践的な安全教育・訓練（再掲）
 ・外出機会の創出で挙げた5項目のプロモーションを実施する（再掲）

ＥＢＩＴＤＡ（営業損益＋減価償却費＋固定資産除
却費＋長期前払費用）

億円 53 50

名 （0）

20 45

5

112

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 合計
中期経営計画 1 3 4 0 0 0 8
⾒直し後 1 2 2 0 2 1 8


